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研究の概要 

 

 平成 28 年度は、県内でも特に人口減少が深刻な局面を迎えている県

西地域に焦点を当てた上で、都道府県と市町村の関係性に着目し、人口

減少社会の中で基礎自治体が持続的な行政運営をしていくための施策

を提案することを目的に、研究を進めた。 

 まず、国などの統計からデータの収集・分析を行ったほか、特に平成

の合併時期の各種文献などから、人口減少社会においてあるべき都道府

県と市町村の関係性を探り、本研究における提案の方向性を定めた上

で、奈良県内への先進事例視察、神奈川県へのヒアリングなどを実施し

た。 

 これらの情報を基に、県内市町村数に占める政令指定都市等の割合の

高さと、政令指定都市等の多くが県東部に分布するという神奈川県の特

徴を活かし、神奈川県及び県内市町村における事務の配分の見直しを検

討した。最終的には、神奈川県から政令指定都市等への権限の「移譲」

と神奈川県による県西地域に対する事務の「補完」の仕組み（かながわ

シナジーモデル）を提案し、対象事務・事業の検討、かながわシナジー

モデルの確立と円滑な運営に向けての方策・視点をまとめている。 
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